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1．調 査 概 要 

 

 ●調査目的：県内企業等における外国人雇用の実態や課題、外国人材に対する雇用ニーズ等

を調査し、これらを把握・分析することにより、今後の取組の検討の基礎資料を作

成することを目的とする。 

  

 ●調査対象：【企業等】広島県内に本社を置く企業・団体から、5,000 件を抽出 

【監理団体および特定技能の登録支援機関（以下、「監理団体等」）】 

県内の団体 173 件  

 

 ●回収状況：【企業等】回収数 1,756 件（回収率 35.1％） 

       【監理団体等】回収数 64 件（回収率 37.0％） 

※上記の回収状況は、本報告書に反映した調査票の回収状況を示している。 

 

 ●調査方法：郵送によるアンケート調査 

 

 ●調査期間：令和元年 8 月 22 日～10 月 7 日 

              ※ただし、本報告書に記載されている集計データは、令和元年 9 月 11 日

時点の回答調査票を基にした速報値であり、最終集計開始まで回収した

調査票を基に作成される最終報告書の数値とは一致しない。 

 

 ●実施機関：株式会社東京商工リサーチ 広島支社 

 

●調査結果の見方： 調査結果の数値は、回答率(％)で表示している。回答率(％)の母数

は、その質問項目に該当する回答者の総数であり、その数はｎで示

している。 

回答率(％)については、小数点第 2 位以下を四捨五入し、小数点第

1位までを表示している。このため、その合計数値は必ずしも 100％

とはならない場合がある。 
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２．調 査 結 果 の 概 要 

 

（１）外国人材の雇用状況及び雇用開始理由等 

外国人材を「現在、雇用している」企業等は 25.3％で、「雇用したことがある」の回答も含め

ると、その割合は 3 割を超えている。 

外国人材の雇用をはじめた理由は、「日本人だけでは人材確保が困難」が 8 割近くにのぼった。 

現在、雇用している 外国人の合計人数は、1 人以上 5 人未満が 5 割以上を占めている。職種

は、１つの職種のみ雇用しているのが 9 割で、雇用職種は「製造工」が 6 割程度と最も多い。 

採用活動の際の課題については、「外国語への対応に苦慮する」が 5 割近くとなっており、次

いで、「制度の理解・手続きの負担が大きい」が 35.7％となった。 

 

（２）外国人材に関するニーズ 

  監理団体及び特定技能の登録支援機関に尋ねた、近年における企業からの外国人材の受入ニー

ズについて、「増加している」の回答が 77.5％を占めた。また、日本での就労を希望する外国人

材についても、「増加している」が 65.0％となっており、企業における外国人材の雇用要望と、

日本での就労を希望する外国人材の双方が増加の傾向にあることがうかがえる。 

 

（３）外国人材雇用企業の受入の課題および今後の方向性 

外国人を既に雇用している企業等において、職場での課題として、「コミュニケーションがと

りづらい」の割合が 56.2％となっており、他項目よりも回答が集中する結果となった。 

なお、生活支援上の課題としては、「特にない」が 3 割以上にのぼる一方で、「コミュニケーシ

ョンがとりづらい」（29.0％）をはじめ、「けがや病気の時の対応」（25.5％）や「生活トラブルへ

の対応が負担」（22.3％）と回答が多岐にわたっている。 

今後の外国人の雇用方針については、「現在と同じ人数を継続して雇用したい」が 45.5％、「現

在よりも人数を増やして雇用を継続したい」が 41.4％となり、現在外国人材を雇用している企業

等の 8 割以上が、外国人材の雇用を同規模で継続または増やしたいと考えている。 

一方で、現在外国人を雇用していない企業等における、雇用していない理由について、「日本

人で人材確保できる」が 56.1％と最も高く、次いで、「言語等のコミュニケーションに懸念があ

る」が 37.2％となっている。 

 

（４）行政の支援に対する改善の希望 

  外国人材の活用について企業等が行政に改善を期待することとしては、「外国人雇用に関する

手続きの簡素化」が 37.6％と最も高く、次いで「日本語習得教育等の支援」が 29.5％、「外国人

雇用に係る制度の情報提供」が 24.7％となっており、制度上の改善を求める声が多い中、コミ

ュニケーションの課題の解消につながる対応が求められている。 

 

（５）特定技能の活用の展望 

  県内の監理団体等は、42.2％が特定技能制度における登録支援機関としての業務展開を計画し

ていることに加え、「既に業務展開を行っている」と合わせると 5 割を超える結果となった。企

業における特定技能制度の活用ニーズが増加することを見込み、それに備えていると考えられる。   

一方で、外国人材を既に雇用している企業においても、今後活用したい外国人材の在留資格（複

数回答可）について、「技能実習」の 80.5％に次いで「特定技能」は 62.2％となっており、創設

されたばかりの特定技能制度について関心が高いことがうかがえる。 
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3．調 査 結 果 （ 企 業 等 ） 

Ｑ 回答企業の属性 

【従業員数（パート・アルバイト等含む）】         【従業員の充足状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【業種】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

【地域】 

過剰である

0.4% やや過剰である

5.2%

適正である

38.3%

やや不足している

42.5%

不足している

13.6%

(N = 1,586)

製造業計 45.7％ 

西部

54.5%

東部

37.9%

北部

7.6%

(N = 1,756)

※グラフ及び表の地域分けの範囲は、次のとおり 

西部：広島市、呉市、竹原市、大竹市、東広島市、廿日市市、江田島市、 

府中町、海田町、熊野町、坂町、大崎上島町 

 

東部：三原市、尾道市、福山市、府中市、世羅町、神石高原町 

 

北部：三次市、庄原市、安芸高田市、安芸太田町、北広島町 

N 過剰である
やや過剰

である
適正である

やや不足

している

不足

している

1,586 6 83 607 674 216

N 西部 東部 北部

1,756 956 666 134

N 農業 漁業 建設業
産業機械

製造

自動車

関連産業

造船・

舶用工業

その他

製造業

卸・

小売業

宿泊・

飲食サー

ビス業

医療・

福祉

その他

サービス

業

その他

1,756 64 12 318 139 84 70 510 201 100 83 108 67

N 10人未満
10人以上

30人未満

30人以上

100人未満

100人

以上
無回答

1,756 412 650 374 133 187

10人未満

23.5%

10人以上

30人未満

37.0%

30以上

100人未満

21.3%

100人以上

7.6%

無回答

10.6%
(N = 1,756)
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Ｑ 外国人材の雇用の有無 

 全体としては、「現在、雇用している」の回答は 25.3％を占めた。なお、製造業のみでみた場合、同

回答の割合は 32.9％と、3 割を超えている。 

 

【全体】                     【製造業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 外国人材を雇用し始めた理由（複数回答可） 

 「日本人だけでは人材確保が困難」が 77.5％と 8 割近くとなり、次いで「人件費コストの削減」が

12.1％、「能力・人物本位で雇用したら外国人だった」が 10.8％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 外国人材雇用企業が、現在雇用している外国人材の合計人数 

 「1 人以上 5 人未満」が 51.5％と最も高く、次いで「5 人以上 10 人未満」が 29.0％、「10 人以上 30

人未満」が 14.5％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、雇用している

25.3%

現在は雇用してい

ないが、雇用したこ

とがある

7.6%雇用したことがない

67.1%

(N = 1,756)

％

日本人だけでは人材確保

が困難

人件費コストの削減

能力・人物本位で雇用し
たら外国人だった

会社の国際化や多様化を
進めたかった

海外進出・展開のため

外国人材ならではの能力

が必要になった

その他

77.5

12.1

10.8

8.9

6.4

5.7

7.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(N = 564)

現在、雇用している

32.9%

現在は雇用してい

ないが、雇用したこ

とがある

6.8%

雇用したことがない

60.3%

(N = 803)

N
日本人だけでは人

材確保が困難

人件費コストの削

減

能力・人物本位で

雇用したら外国人

だった

会社の国際化や多

様化を進めたかっ

た

海外進出・展開の

ため

外国人材ならでは

の能力が必要に

なった

その他

564 437 68 61 50 36 32 42

N
現在、雇用して

いる

現在は雇用してい

ないが、雇用したこ

とがある

雇用したことが

ない

1,756 445 134 1,177

N
現在、雇用して

いる

現在は雇用してい

ないが、雇用したこ

とがある

雇用したことが

ない

803 264 55 484

平均値 8.3（人）

中央値 4.0（人）

1人以上5人未満

51.5%

5人以上10人未満

29.0%

10人以上30人未満

14.5%

30人以上

5.0%
(N = 442)

N
1 人以上

5 人未満

5 人以上

10人未満

10人以上

30人未満
30人以上

442 228 128 64 22



- 5 - 

Ｑ 雇用している外国人材の職種（複数回答可） 

 雇用している職種について、「1 職種」であるとの回答が 9 割となった。具体的な職種は「製造工」が

57.6％と最も高く、次いで「その他」が 19.4％、「建設技能者・建設作業員」が 14.6％となった。 

  【職種数】    【雇用している職種（複数回答可）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 外国人材の在留資格ごとの雇用状況および雇用人数 

 【雇用状況（複数回答可）】                   【雇用人数／技能実習】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  【雇用人数／資格外活動】                  【雇用人数／身分に基づく在留資格】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 【雇用人数／専門的・技術的分野】           【雇用人数／特定活動】 

 

 

 

 

 

 

 

％

技能実習

専門、技術的

分野

資格外活動

身分に基づく

資格

特定活動

不明

75.6

15.6

7.9

7.9

6.6

5.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(N = 426)

N 技能実習
専門、技術

的分野
資格外活動

身分に基

づく資格
特定活動 不明

426 334 69 35 35 29 24

1人以上5人未満

49.4%

5人以上10人未満

35.0%

10人以上

15.6%
(N = 334)

1人以上5人未満

65.8%

5人以上10人未満

23.7%

10人以上

10.5%(N = 38)

1人以上5人未満

87.3%

5人以上10人未満

11.3%

10人以上

1.4%
(N = 71)

1人以上5人未満

75.0%5人以上10人未満

13.1%

10人以上

11.9%
(N = 84)

1人以上5人未満

71.5%

5人以上10人未満

11.4%

10人以上

17.1%(N = 35)

N
1 人以上

5 人未満

5 人以上

10人未満
10人以上

35 25 4 6

N
1 人以上

5 人未満

5 人以上

10人未満
10人以上

334 165 117 52

N
1 人以上

5 人未満

5 人以上

10人未満
10人以上

84 63 11 10

N
1 人以上

5 人未満

5 人以上

10人未満
10人以上

71 62 8 1

N
1 人以上

5 人未満

5 人以上

10人未満
10人以上

38 25 9 4

1職種

90.0%

2職種

8.9%

3職種以上

1.1%

(N = 439)

N 製造工
建設技能者・

建設作業員
営業・事務職 販売・接客職 介護・福祉職 ＩＴ技術職 その他

439 253 64 30 27 15 11 85

％

製造工

建設技能者・
建設作業員

営業・事務職

販売・接客職

介護・福祉職

ＩＴ技術職

その他

57.6

14.6

6.8

6.2

3.4

2.5

19.4

0 10 20 30 40 50 60

(N = 439)
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Ｑ 外国人材を雇用している企業の今後の外国人材の雇用方針について 

 「現在と同じ人数を継続して雇用したい」が 45.5％と最も高く、次いで「現在よりも人数を増やして

雇用を継続したい」が 41.1％となっており、「現在よりも人数を減らして雇用を継続したい」もしくは

「雇用を中止したい」といった意見よりも多くの割合を占めた。 

 

 

 

 

 

Ｑ 雇用した外国人材に対する評価 

 「仕事に対する姿勢」、「技能向上速度」及び「社内での協調性」の 

３項目において、「満足」と「やや満足」と合わせた割合はそれぞれ 

71.1％、58.6％、60.0％となり、「不満」及び「やや不満」を合わせた 

割合（それぞれ 10.0％、12.4％、11.1％）を大きく上回った。 

 

Ｑ 在留資格ごとの活用希望 

 今後の活用したい在留資格については、「技能実習」が 30.8％と最も高く、次いで「特定技能」が 25.1％

となった。そのうち、外国人材を現在雇用している企業に絞ってみると、「技能実習」が 80.5％、「特定

技能」は 62.2％となった。 

《全企業》 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

《うち、外国人材雇用企業》 

 

 

 

 

現在よりも人数を

増やして雇用を継

続したい

41.4%

現在と同じ人数を

継続して雇用

したい

45.5%

現在よりも人数を

減らして雇用を継

続したい

5.1%

雇用を中止したい

5.3%
その他

2.7%

(N = 415)

N

現在よりも人数を

増やして雇用を継

続したい

現在と同じ人数を

雇用して継続した

い

現在よりも人数を

減らして雇用を継

続したい

雇用を中止したい その他

415 172 189 21 22 11

30.8

25.1

16.3

11.8

8.2

7.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

技能実習

特定技能

専門的・技術的分野

身分に基づく在留資格

特定活動

資格外活動

%

(N=1,362)

(N=1,242)

(N=1,325)

(N=1,288)

(N=1,250)

(N=1,242)

(N=1,362)

(N=1,242)

(N=1,325)

(N=1,288)

(N=1,250)

(N=1,242)

80.5

62.2

38.7

29.7

20.5

16.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

技能実習

特定技能

専門的・技術的分野

身分に基づく在留資格

特定活動

資格外活動

%

(N=374)

(N=308)

(N=352)

(N=333)

(N=313)

(N=307)

在留資格 N 活用したい

技能実習 374 301

特定技能 352 219

専門的・技術的分野 333 129

身分に基づく在留資格 313 93

特定活動 308 63

資格外活動 307 49

在留資格 N 活用したい

技能実習 1,362 419

特定技能 1,325 333

専門的・技術的分野 1,288 210

身分に基づく在留資格 1,250 148

特定活動 1,242 102

資格外活動 1,242 91

％ 

％ 

（上段：件数、下段：％）

仕事に対す
る姿勢

技能向上
速度

社内での
協調性

N 550 549 548

183 117 124

33 .3% 21 .3% 22 .6%

208 205 205

37 .8% 37 .3% 37 .4%

104 159 158

18 .9% 29 .0% 28 .8%

39 52 49

7 .1% 9 .5% 8 .9%

16 16 12

2 .9% 2 .9% 2 .2%

満足

やや満足

どちらともい
えない

やや不満

不満
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Ｑ 外国人材を雇用している企業の、職場における課題（回答は 3 つまで） 

 「コミュニケーションがとりづらい」が 56.2％と最も高く、次いで「思ったよりコストがかかる」が

27.5％、「自己都合での退職（帰国）が多い」が 16.1％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 外国人材を雇用している企業の、外国人材の生活支援上の課題（回答は 3 つまで） 
  

「特にない」が 30.5％と最も高く、次いで「コミュニケーションが取りづらい」が 29.0％、「けがや

病気の時の対応が負担」が 25.5％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

コミュニケーションがとりづらい

思ったよりコストがかかる

自己都合での退職（帰国）が多い

外国人従業員同士のトラブル

研修や教育などの負担が大きい

監理団体・支援機関からの支援・
指導が不十分

職場の中での孤立

通勤手段の確保が負担

日本人従業員とのトラブル

その他

特にない

56.2

27.5

16.1

12.5

11.1

10.5

8.2

7.4

6.9

5.1

15.9

0 10 20 30 40 50 60

(N = 552)

N 552

コミュニケーションがと
りづらい

310

思ったよりコストがか
かる

152

自己都合での退職
（帰国）が多い

89

外国人従業員同士の
トラブル

69

研修や教育などの負
担が大きい

61

監理団体・支援機関
からの支援・指導が
不十分

58

職場の中での孤立 45

通勤手段の確保が負
担

41

日本人従業員とのトラ
ブル

38

その他 28

特にない 88

コミュニケーションがとりづらい場面

（複数回答） （左：件数、右：％）

N

一般的な
業務連絡

119 39 .4%

専門用語や技術
用語を用いた
指示・指導

232 76 .8%

質問や相談など
を受ける時

140 46 .4%

その他 6 2.0%

302

％

コミュニケーションがとりづらい

けがや病気の時の対応が負担

生活トラブルへの対応が負担

住まいの確保が負担

思ったよりコストがかかる

地域社会（住民）から理解を得る
のが大変

災害の時の対応が負担

その他の非常時等の対応が負担

その他

特にない

29.0

25.5

22.3

18.6

17.5

7.5

4.0

1.9

1.9

30.5

0 10 20 30 40

(N = 521)

N 521
コミュニケーションがと
りづらい

151

けがや病気の時の対
応が負担

133

生活トラブルへの対応

が負担
116

住まいの確保が負担 97

思ったよりコストがか
かる

91

地域社会（住民）から
理解を得るのが大変

39

災害の時の対応が負
担

21

その他の非常時等の

対応が負担
10

その他 10

特にない 159
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Ｑ 外国人材非雇用企業が、外国人材を雇用していない理由 （回答は 3 つまで） 

 「日本人で人材確保できる」が 56.1％と最も高く、次いで「言語等のコミュニケーションに懸念があ

る」が 37.2％、「研修・教育に時間がかかる」が 18.8％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 外国人材の採用活動の際の課題について（回答は 3 つまで） 

 「外国語への対応に苦慮する」が 49.5％と最も高く、次いで「制度の理解・手続きの負担が大きい」

が 35.7％、「良い人を選ぶポイントが分からない」が 26.2％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

日本人で人材確保できる

言語等のコミュニケーション
に懸念がある

研修・教育に時間がかかる

社内体制を整備・維持して
いくのが困難

在留期間に制限がある

行政手続き（在留資格・認
定など）が煩雑

採用の仕方がわからない

費用対効果が合わない

文化・生活習慣の違いが大
きすぎる

定着しない

自社従業員と良い関係が
築けない

その他

56.1

37.2

18.8

15.1

14.3

10.7

9.8

9.2

8.2

5.4

1.8

10.7

0 10 20 30 40 50 60

(N = 1,248)

％

外国語への対応に苦慮する

制度の理解・手続きの負担が大きい

良い人を選ぶポイントが分からない

採用するためのコストが予想より大きい

どこに相談をすればよいか分からない

信頼できる紹介を依頼する先がない

紹介を依頼しても応募がない

相談窓口が遠方で不便

その他

特にない

49.5

35.7

26.2

24.6

20.8

16.7

1.5

1.2

2.8

16.5

0 10 20 30 40 50 60

(N = 1,567)

N 1,248

日本人で人材確保で
きる

700

言語等のコミュニケー
ションに懸念がある

464

研修・教育に時間が
かかる

234

社内体制を整備・維
持していくのが困難

188

在留期間に制限があ
る

178

行政手続き（在留資
格・認定など）が煩雑

133

採用の仕方がわから
ない

122

費用対効果が合わな
い

115

文化・生活習慣の違
いが大きすぎる

102

定着しない 67

自社従業員と良い関
係が築けない

23

その他 134

N 1,567

外国語への対応に苦
慮する

775

制度の理解・手続き
の負担が大きい

559

良い人を選ぶポイント
が分からない

411

採用するためのコスト
が予想より大きい

386

どこに相談をすればよ
いか分からない

326

信頼できる紹介を依
頼する先がない

262

紹介を依頼しても応募
がない

24

相談窓口が遠方で不
便

19

その他 44

特にない 258
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Ｑ 行政からの支援に関し改善を希望すること（回答は 3 つまで） 

 「外国人材雇用に係る手続きの簡素化」が 37.6％と最も高く、次いで「日本語習得教育等の支援」が

29.5％、「外国人材雇用に係る制度の情報提供」が 24.7％となった。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

498

外国人材雇用に係る手続きの簡素化 187

外国人材雇用に係る制度の情報提供 123

技能実習制度の改善等（２号移行の対象職種の拡大を含む） 76

特定技能制度の改善等（対象業種の拡大を含む） 64

上記以外の在留資格の受入範囲の拡大や新設 19

日本語習得教育等の支援 147

住まいの確保に対する支援 116

外国人材雇用に関する企業向け相談窓口の設置 99

外国人材とのマッチングの支援 64

けが・病気の際の受入企業に対する支援 56

外国人材向けの相談窓口の充実 44

地域社会との交流・共生に向けた支援 33

社内の受入担当者の育成やノウハウの蓄積に対する支援 29

他事業所の外国人材の活用に関する優良事例の提供 18

災害の際の受入企業に対する支援 11

43

N

制
度

受
入
実
務

　　　その他

 

制

度 

 

受

入

実

務 

％

外国人材雇用に係る手続きの簡素化

外国人材雇用に係る制度の情報提供

技能実習制度の改善等（２号移行の対象
職種の拡大を含む）

特定技能制度の改善等（対象業種の拡
大を含む）

上記以外の在留資格の受入範囲の拡大
や新設

日本語習得教育等の支援

住まいの確保に対する支援

外国人材雇用に関する企業向け相談窓
口の設置

外国人材とのマッチングの支援

けが・病気の際の受入企業に対する支援

外国人材向けの相談窓口の充実

地域社会との交流・共生に向けた支援

社内の受入担当者の育成やノウハウの
蓄積に対する支援

他事業所の外国人材の活用に関する優
良事例の提供

災害の際の受入企業に対する支援

その他

37.6

24.7

15.3

12.9

3.8

29.5

23.3

19.9

12.9

11.2

8.8

6.6

5.8

3.6

2.2

8.6

0 10 20 30 40

(N = 498)
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4．調 査 結 果 （ 監 理 団 体 等 ） 

 

Ｑ 回答団体の属性 

 【団体の役割】               【「特定技能」制度登録支援機関としての業務展開】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 近年の、外国人材雇用に関する状況 

【企業からの外国人材受入ニーズ】        【日本での就労を希望する外国人材】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 外国人材から受ける主な相談内容（複数回答可） 

「自身の健康・医療に関すること」が 58.9％と最も高く、次いで「賃金・手当に関すること」が 39.3％、 

「職場での人間関係に関すること」および「言語の問題に関すること」が同率で 19.6％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加している

77.5%

横ばい

17.7%

減少している

4.8%
(N = 62)

増加している

65.0%

横ばい

30.0%

減少している

5.0%

(N = 60)

％

自身の健康・医療に関すること

賃金・手当に関すること

職場での人間関係に関すること

言語の問題に関すること

労働時間に関すること

文化・生活に関すること

業務内容に関すること

今後のキャリアに関すること

その他

特にない

58.9

39.3

19.6

19.6

17.9

14.3

10.7

8.9

0.0

5.4

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 56)

N 増加している 横ばい 減少している

62 48 11 3

N 増加している 横ばい 減少している

60 39 18 3

N 56

自身の健康・医療に関すること 33

賃金・手当に関すること 22

職場での人間関係に関すること 11

言語の問題に関すること 11

労働時間に関すること 10

文化・生活に関すること 8

業務内容に関すること 6

今後のキャリアに関すること 5

その他 0

特にない 3

N 監理団体 登録支援機関
監理団体および

登録支援機関
無回答

64 40 3 16 5

N 計画がある
既に業務展開

を行っている
検討中である 予定していない その他 無回答

64 27 8 16 9 2 2

計画がある

42.2%

既に業務展開を

行っている

12.5%

検討中である

25.0%

予定していない

14.1%

その他

3.1%

無回答

3.1%

(N = 64)

監理団体

62.5%

登録支援機関

4.7%

監理団体および

登録支援機関

25.0%

無回答

7.8%

(N = 64)
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Ｑ 受入企業に対して行っている支援（複数回答可） 

「外国人材受入のためのマニュアルの作成・提供」および「受入企業が行う、日本語研修の実施支援」

が同率で 64.9％と最も高く、次いで「外国人材受入のための研修の実施」が 52.6％、「受入企業が行う、

地域交流会の実施支援」が 42.1％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 受入企業への支援において困っていること（複数回答可） 

「実習計画認定や在留資格申請の行政手続の業務量が過大」が 67.3％と最も高く、次いで「コミュニ

ケーション能力向上のための効果的な支援策がない」が 32.7％、「企業側が外国人材の文化的背景等を

理解する姿勢に乏しい」が 26.9％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 受入企業・外国人材間での、受入期間中の主なトラブル（回答は 3 つまで） 

「外国人材との意思疎通が困難」が 64.3％と最も高く、次いで「外国人材の技能が想定よりも低い」

が 30.4％となった。なお、「特にない」は 25.0％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

外国人材受入のためのマニュ

アルの作成・提供

受入企業が行う、日本語研修

の実施支援

外国人材受入のための研修の

実施

受入企業が行う、地域交流会

の実施支援

その他

64.9

64.9

52.6

42.1

5.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

(N = 57)

％

実習計画認定や在留資格申請の

行政手続の業務量が過大

コミュニケーション能力向上のた

めの効果的な支援策がない

企業側が外国人材の文化的背景
等を理解する姿勢に乏しい

企業側が望む能力に適合する人

材が乏しい

支援を行っても、計画どおり修了し

ない外国人材が多い

その他

67.3

32.7

26.9

25.0

7.7

5.8

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 52)

％

外国人材との意思疎通が困難

外国人材の技能が想定よりも低
い

外国人材が指示に従わない
（研修に参加しないなど）

外国人材が従業員となじめない

外国人材が地域での生活になじ
めない

外国人材が行う業務が事前の
説明と異なる

外国人材への報酬が事前の説
明と異なる

その他

特にない

64.3

30.4

12.5

8.9

7.1

1.8

0.0

3.6

25.0

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 56)

N 57

外国人材受入のためのマニュアルの作成・提供 37

受入企業が行う、日本語研修の実施支援 37

外国人材受入のための研修の実施 30

受入企業が行う、地域交流会の実施支援 24

その他 3

N 52

実習計画認定や在留資格申請の行政手続の業務量が過大 35

コミュニケーション能力向上のための効果的な支援策がない 17

企業側が外国人材の文化的背景等を理解する姿勢に乏しい 14

企業側が望む能力に適合する人材が乏しい 13

支援を行っても、計画どおり修了しない外国人材が多い 4

その他 3

N 56

外国人材との意思疎通が困難 36

外国人材の技能が想定よりも低い 17

外国人材が指示に従わない（研修に参加しないなど） 7

外国人材が従業員となじめない 5

外国人材が地域での生活になじめない 4

外国人材が行う業務が事前の説明と異なる 1

外国人材への報酬が事前の説明と異なる 0

その他 2

特にない 14


